
会計検査院における検査体制の強化に関する決議

会計検査院は、本決議を踏まえ、適切な措置を講じ、その結果を参議院決算委員

会に報告すべきである。

会計検査院は、本院からの検査要請に基づく、学校法人森友学園に対する国有地

の売却等に関する検査に際し、財務省が提出した決裁文書の真正性について国土交

通省にも確認するなどの検証を行わず、財務省による言語道断な決裁文書の改ざん

を見逃すこととなった。また、平成29年11月に本院に提出された、検査結果の報告

書では、地下埋設物の撤去・処分費用の試算が明示されていなかった。

会計検査院は、今般の事態を深刻に受け止めて、経緯を検証し、今後の検査に当

たり、資料の信ぴょう性について適切に確認するなど、再発防止を徹底するととも

に、独立した憲法上の機関であることを自覚し、検査の過程及び内容に疑念を抱か

れないよう、会計検査体制を強化すべきである。


